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要旨：平成 28 年 6 月 24 日に国土交通省住宅局より「超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震に

よる長周期地震動対策について（技術的助言）」が公表された。同助言では耐震設計で地震応答解析を必要と

しない 60m 以下の高層建築は対象とされていない。そこで，本研究では OS1 地域の 60m 以下の高層建築を

対象とし，同助言で示された設計用地震動を用いて地震応答解析を行い，安全限界を定義する一つの性能基

準値を満足する必要ベースシア係数の評価を行った。さらに等価線形化法を適用し，本研究で提案する簡易

的なベースシア係数算定法の妥当性を確認し，今後の課題を明確にした。 
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1. はじめに 

 近い将来，南海トラフを震源とする巨大地震の発生が

懸念されている。同地震では，主要な平野（東京，名古

屋，大阪など）で長周期地震動が増幅し，超高層建築物

等の長周期構造物への影響が大きいと考えられている。

このような中，平成 28 年 6 月 24 日に国土交通省住宅局

より，関東，静岡，中京，関西の計 10 区域を対象とした

「超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震に

よる長周期地震動対策について（技術的助言）」1)（以下，

「長周期地震動対策」）が公表された。この「長周期地震

動対策」では，図－1 および図－2 に示すように区域ご

とに告示波の 1.0 倍，1.5 倍，2.0 倍を基本とする擬似速

度応答スペクトルが設定されている。この擬似速度応答

スペクトルに適合する設計用長周期地震動を用いて，

60m 以上の超高層建築物に対し時刻歴応答解析を行うこ

とが同対策の骨子となっている。結果的に，耐震設計に

おいて地震応答解析を行わない 60m 以下の高層建築へ

の対策については触れられていない。また，保有水平耐

力計算に及ぼす影響についても考慮されていない。 

 そこで，本研究では 60m 以下の RC 造高層建物に対し

て，OS1 地域の長周期地震動を入力して地震応答解析を

行い，建物の地震応答に与える影響について検討した。

特に，表－1 に示す日本建築構造技術者協会で提案され

ている性能基準値表 2)の安全限界値（以下，安全限界）

を満足する必要ベースシア係数に着目して分析する。具

体的には，解析対象建物として 12 層，14 層，16 層の建

物を設定し，地震応答解析から安全限界を満足する必要

ベースシア係数を同定する。さらに建物の地震応答を一

義的に評価できる等価線形化法を適用した必要ベースシ

ア係数の簡易評価法を提案し，応答解析結果との比較を

通して評価精度の検討を行った。 
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図―1 関西圏における長周期地震動対策区域 

 

 
図―2 工学的基盤における擬似速度応答スペクトル 

 

表―1 性能基準値表 

対象 性能評価項目 
安全限界 
余裕度Ⅲ 

安全限界 
超過領域 

建物挙動 
層間変形角 R(rad) 1/100~1/75 1/75 以上 

床加速度 a(gal) 500~1000 1000 以上 

建物構造 梁端降伏割合(%) 60~100 100 

構造部材 部材塑性 μ 3.75~5.0 5.0 以下 

建物状態 
‘‘目標とする状態’’ 

限定機能確保 
中破～大破 

中大規模修復 

機能確保困難 
大破以上 
修復困難 
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2. 研究対象架構 

 本研究で想定する建物は一般的な RC 造純フレーム建

物とした。階高は 3.5m とし，層数は 12 層（42m），14 層

（49m），16 層（56m）の 3 通りとした。建物のスパンは

桁行方向を 7m，梁間方向を 10m とした。各層の重量は

単位床面積当たり 12kN/m2とし，コンクリートの圧縮強

度は 4 層毎に異なる値を設定した。 

柱の幅とせいの決定において，4 層毎に上階の重量に

よる軸力に対し，軸力比0.15以下となるように設定した。

梁の幅とせいの決定において，鉄筋コンクリート構造計

算基準・同解説 3)による式(1)を用いて算出し，全層で共

通とした。 

wabCDl c 0//     (1) 

ここで，l：梁スパン，D：梁せい，Cc：長方形梁の場

合 0.6，b：梁幅，a：両端固定梁の場合 1/16，W0：梁の単

位長さ当たりの平均荷重である。 

 梁・柱の曲げ耐力の算出において，図－3 に示す無限

均等平面架構から 1 スパンを切り出した魚骨モデルに対

し，梁端および柱脚に塑性ヒンジが形成される全体降伏

型の機構を想定した。梁と柱の塑性ヒンジの曲げ耐力比

は，確実に梁曲げ降伏先行型となるように 2 と仮定し，

仮想仕事の原理から外力と釣り合う内力（梁・柱の曲げ

耐力）を算定した。また，外力は Ai分布に基づき各層の

層せん断力 Qi を式(2)，式(3)を用いて求めることにより

算出した。 

 
N
j ji WCQ 11    (2) 

FDCARZC essiti  0   (3) 

ここで，Z：地域係数（ここでは 1.0），Rt：振動特性係

数（12 層では 0.97，14 層では 0.92，16 層では 0.85），Ai：

i 層の層せん断力の分布を表す係数，C0：標準せん断力係

数（ここでは 1.0），Ds：構造特性係数，Fes：形状係数（こ

こでは 1.0）である。 

式(3)より，Dsをパラメータとすることで，各建物にお

いてベースシア係数の異なるモデルを作成している。な

お，Dsは 0.3 を最小値とする連続した値を想定した。 

上記に基づいて算定された梁および柱に共通する断

面詳細を表－2 に示す。また，各モデルの固有値解析よ

り算定された弾性一次固有周期及び弾性一次等価質量比

を表－3 に示す。 

 

3. 地震応答解析 

3.1 解析モデル 

本節では地震応答解析を行い，表－1 の性能基準値表

より安全限界に相当する層間変形角 1/75 以下を満足す

る必要ベースシア係数を同定する。 

解析は市販の三次元フレーム解析プログラム（SNAP4））

を用いた。解析モデルは，先述の無限均等平面架構から

1 スパンを切り出した魚骨モデルである。床は剛床，剛

域の長さは柱梁部材のフェイス位置から D/4（D：各部材

のせい）内側までとした。柱，梁は材端弾塑性曲げバネ

を有する線材に置換した。履歴モデルは Takeda モデルと

し，降伏時割線剛性 K2は初期剛性 K1の 0.25 倍，降伏後

剛性 K3は 0，除荷剛性の剛性低下指数 γ は 0.4 を採用し，

   

図－3 想定する崩壊機構           図－4 履歴モデルおよび復元力特性 

表－2 各モデル断面リスト 

 
12 層（42m） 14 層（49m） 16 層（56m） 

Fc (N/mm2) 
柱 梁 柱 梁 柱 梁 

1F-4F 1200×1200 

550×1100 

1300×1300 

550×1100 

1400×1400 

550×1100 

48 

5F-8F 1100×1100 1200×1200 1300×1300 42 

9F-12F 800×800 1000×1000 1200×1200 36 

13F-16F ― 700×700 900×900 30 

 
表－3 各モデルの弾性時の振動特性 

 12 層 14 層 16 層 

弾性１次固有周期 (s) 0.910 1.027 1.139 

弾性１次等価質量比 0.778 0.775 0.774 
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ひび割れ強度 Mc は降伏強度 My の 0.25 倍とした（図－

4 参照）。 

数値積分法は Newmark-β 法（β=1/4）を用い，粘性減衰

は瞬間剛性比例型とし，減衰定数は弾性 1 次モードに対

して 5％とした。P-Δ 効果は考慮しない。 

3.2 検討用入力地震動 

 本研究で用いる検討用入力地震動は「長周期地震動対

策」に基づき OS1（告示波の 2 倍）地域で作成された長

周期地震波である。この地震波は大阪市内当該区域内の

一地点の実際の地盤情報に基づいて作成されたものであ

る。図－5 に当該地震波の擬似速度応答スペクトルを，

図－6 に加速度時刻歴をそれぞれ示す。 

3.3 解析結果 

Ds を変化させた代表的なモデルの最大応答層間変形

角分布を図－7 に示す。同図の左列には Ds=0.3，0.4，0.5

のモデルの結果を，右列には最大層間変形角 1/75 付近と

なる Dsのモデルの結果を示す。また，併せて層間変形角

1/75 を点線で示す。同図より，全てのモデルにおいて Ds

が大きくなるのにしたがい，最大層間変形角が小さくな

る傾向が確認された。そして 12 層，14 層，16 層の建物

では Ds が 0.39，0.42，および 0.51 で最大層間変形角が

1/75 を下回ることが確認された。以上の結果に基づき式

(3)を用いて安全限界（層間変形角 1/75）に抑制するため

の必要ベースシア係数を算出し，その結果を表－4 に示

す。層数が多くなるほど要求される Dsおよび必要ベース

シア係数が大きくなることが確認された。 

 

4. 必要ベースシア係数の推定 

4.1 必要ベースシア係数推定の方針 

等価線形化法では，多層建築物を等価 1 自由度系に変

換し，さらに得られた Sa－Sd 関係（Capacity Spectrum）

をエネルギー的に等価な完全弾塑性型の復元力特性に置

換することで検証用地震動（Demand Spectrum）に対する

最大応答値を推定できるとされる。また，その際に得ら

れた応答加速度 Sa から式(4)を用いて有効質量比を考慮

して建築物全重量に対するベースシア係数 *
BC を算出で

 
図－5 擬似速度応答スペクトル  

図－6 入力地震波  
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(a) 12 層モデル 

  

 
(b) 14 層モデル 

  

 
(c) 16 層モデル 

図－7 各層モデルの最大応答層間変形角分布 
 

表－4 応答解析による必要ベースシア係数の検討結果 
 Ds Cb 

12 層 0.39 0.377 

14 層 0.42 0.386 

16 層 0.51 0.434 
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きる。 

t

ea
B

M

M

g

S
C *  (4) 

ここで，g：重力加速度，Me：有効質量，Mt：建物総重

量である。 

以上より本研究の将来的な目標は，等価線形化法を用

いることで OS1 地域の地震動に対して安全限界（層間変

形角 1/75）を満足する必要ベースシア係数を推定するこ

とである。地震波は前節の OS1 地域の入力地震波を対象

とし，図－8 にその応答加速度―応答変位関係（Demand 

Spectrum としての Sa－Sd関係）を示す。Capacity Spectrum

は将来的にPushover解析を行わずに作成することを想定

する。必要ベースシア係数の推定イメージを図－9 に示

し，以下に想定する推定手順を示す。 

① Capacity Spectrum の降伏点割線剛性 ωy
2 を式(5)，式

(6)，式(7)より算定する。 

HT 02.01   (5) 

T 1

1

2   (6) 

yy   2
1

2  (7) 

ここで，H：建物高さ（m），T1：弾性一次固有周期，

ay：降伏点剛性低下率である。 

② 式(7)による ωy
2の評価結果に基づいて任意の Saに対

する Transition Curve を評価する。なお，Transition 

Curve は減衰定数 5%の加速度および変位応答スペ

クトルに対し式(8)，式(9)から求まる減衰補正係数 Fh

を乗じて算定する 5)。 

05.0
1

125.0 
















h    (8) 

 
  hhS

hS
Fh 101

5.1

05.0 



   (9) 

ここで，h：減衰定数，μ：塑性率である。 

③ 最大層間変形角が 1/75 となる応答変位 Sd
*を式(10)

より算定する。 








  
75

1* HS ed  (10) 

ここで，He：代表点高さ，β：代表点高さの最大変

形角の最大層間変形角に対する比率である 

④ ①，③を満たす完全弾塑性復元力特性を有する

Capacity Spectrum を図－9 より求め Sa を読み取り，

式(4)より必要ベースシア係数 Cb
*を算定する 

4.2 必要ベースシア係数の推定法の試行 

上記は将来的に想定する必要ベースシア係数の推定

手順であるが，式(7)の ay，式(10)の β については適切な

評価方法が明らかではない。そこで本研究では，先述し

た完全弾塑性型の復元力特性を有する Capacity Spectrum

は Pushover 解析の結果を基に作成し，必要ベースシア係

数の推定法を試行する。文献 6）を参考に式(11)，式(12)

に基づいて 2 章の各モデルについて等価１自由度系の静

的な代表荷重－代表変位（Sa－Sd）関係である Capacity 

Spectrum を評価した。なお，Pushover 解析は Ai分布に基

づく外力分布を仮定し，最大層間変形角が 1/20 に至るま

で行った。 

     B

ii
N
i

ii
N
i

a Q
m

m
S

2

1

2

1











   (11) 

   a

ii
N
i

i
N
i

d S
P

m
S











1

2
11    (12) 

ここで，mi：i 層の質量，δi：i 層の変位，Pi：i 層の作

用水平力，QB：ベースシアである。 

さらに，得られた Capacity Spectrum の曲線に囲まれる

面積が等価になるように完全弾塑性型の復元力特性に置

換した。得られた Capacity Spectrum および入力地震動の

応答スペクトルから解析モデルの塑性化を考慮した

Transition Curve との交点（以下，応答点）より最大応答

を評価した。 

 上記に基づいて応答加速度の算定を行い，式(4)を用い

て最大層間変形角を 1/75 に抑制するための必要ベース

シア係数を推定した。 

4.3 推定結果 

 図－10 に各モデルにおいて評価された応答点を○で

示す。また，同図において Pushover 解析で層間変形角が

1/75 に初めて到達した Step の代表変位を●で併せて示し

 

図－8 入力地震波のスペクトル  

 

図－9 ベースシア係数推定イメージ  
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ている。図－11 に応答（図－10 の〇）時の層間変形角分

布を，表―5 には式(4)より算出された必要ベースシア係

数 *
BC と地震応答解析結果より得られた必要ベースシア

係数 BC の比較を示す。表－6 には必要ベースシア係数算

定における諸数値を示す。応答点に相当する step におい

てPushover解析結果での層間変形角が安全限界を上回ら

ない最小の Dsを評価した結果，12 層では Ds=0.50，14 層

では 0.59，16 層では 0.82 のモデルにおいて初めて安全

限界を満足した。以下ではこれらのモデルについて考察

する。12 層建物では等価線形化法により推定したベース

シア係数と地震応答解析結果の比率が 1.15，14 層では

1.24，16 層では 1.27 という結果となった。層数が増える

につれて等価線形化法による評価結果が地震応答解析結

果をより大きく評価する傾向が認められた。これは図－

10 より層数の多いモデルほど Transition Curve がある加

速度の範囲（およそ 2m/s2≦Sa≦6 m/s2の範囲）で（負の）

傾きが大きくなり，解析モデルの耐力に関わらず応答変

位が一定と評価される傾向が大きいことに起因すると考

えられる。結果として安全限界を満足する応答加速度が

大きくなり，必要ベースシア係数も大きく評価すること

が確認された。 

4.4 今後の課題 

本研究では，Pushover 解析結果を用いて Capacity 

Spectrum を設定し，必要ベースシア係数の推定を試行し

た。4.1 節に先述のように，将来的には式(7)より降伏点

割線剛性 ωy
2および式(10)より安全限界（層間変形角 1/75）

を考慮した応答点を評価することでPushover解析を行う

ことなく Capacity Spectrum を設定することができれば，

 

 
図－10 各層モデルの応答点評価 

 

     
図－11 各層モデルの層間変形角分布  
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表－5 必要ベースシア係数推定結果 

 CB
* (推定) CB (解析) CB

* / CB 

12 層 0.436 0.377 1.15 
14 層 0.485 0.386 1.24 
16 層 0.547 0.434 1.26 

 

表－6 必要ベースシア係数算定時の諸数値 

 Sa Me / Mt 
12 層 5.17 0.830 
14 層 5.89 0.810 
16 層 6.80 0.789 

 
表－7 降伏点割線剛性 ωy

2の降伏点剛性低下率 ay 
 ωy

2 ω1
2 ay 

12 層 29.96 55.95 0.535 
14 層 23.37 41.10 0.586 
16 層 19.91 31.47 0.633 

 
表－8 Sd

*（最大層間変形角 1/75）と係数 β 
 He (m) Sd

* (m) β 
12 層 28.2 0.274 0.73 

14 層 33.0 0.346 0.79 

16 層 38.0 0.422 0.83 
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必要ベースシア係数の評価が可能であり，実務上有益で

あると考える。そこで，参考として 4.3 節で取り扱った

モデルにおいて結果的に得られた降伏点割線剛性 ωy
2 と

降伏点剛性低下率 a yの関係を表－7 に示す。また，同様

のモデルに対して Pushover 解析で層間変形角が 1/75 と

なるステップの応答変位 Sd
*と式(10)の β を逆算した結果

を表－8 に示す。なお，代表点高さ He は式(13)を用いて

評価した。 







N
i i

N
i ii

e

h
H

1

1




 (13) 

 ここで，δi：i 層の変位，hi：i 層の建物脚部からの高さ

である。 

等価線形化法で解となるモデルにおいて βは 0.73~0.83

の範囲内であることが確認された。一方，地震応答解析

で解となるモデルにおいて β は 0.70~0.74 とやや低い値

を示す傾向が確認された。これは，地震応答解析では下

層に変形が集中したことが原因である。 

これら ayと βを定量的に評価することが今後の課題と

して挙げられる。 

さらに，本研究では入力地震波を一波のみしか扱わな

かったため，今後は複数の入力地震波を取り扱うことに

より OS1 地域における Demand Spectrum あるいは

Transition Curve の一般的な傾向を把握することも 4.1 節

で提案した必要ベースシア係数の推定法の実現性に不可

欠と考えている。 

 

5．まとめ 

 本研究では，長周期地震動対策によって指定されてい

る OS1 地域において，同対策で触れられていない 60m 以

下の高層建築に着目し，安全限界（層間変形角 1/75）を

満足するためのベースシア係数およびこれを簡易的に算

定する方法について検討を行った。 

層数が異なる 3 通り（12，14，16 層）の仮想の建物モ

デルを設計し，OS1（告示波の 2 倍）地域の地震波を用

いて応答解析を行い，安全限界として最大層間変形角

1/75 を満たすための必要ベースシア係数を同定した。そ

の結果，層数が多いモデルほど安全限界を満足する必要

ベースシア係数が大きくなる傾向が確認された。 

さらに本研究では等価線形化法を用いた必要ベース

シア係数の算定法の将来像を示し，その実現可能性を検

討した。地震応答解析結果を等価線形化法による推定値

と比較した結果，層数が多いモデルほど，等価線形化法

では地震応答解析に比べ必要ベースシア係数をやや過大

に評価する傾向が確認された。本解析で設定した 12，14，

16 層モデルの範囲では，必要ベースシア係数の推定精度

は 1.15，1.24，1.26 倍過大評価した。これは，Demand 

Spectrum に塑性化を考慮した Transition Curve において

高層のモデルほど変位一定の傾向が強く，高い応答加速

度が要求される結果となったことに起因したが，その一

般性については今後引き続きの検討を要する。 

また今後，Pushover 解析を行うことなく推定法を実現

するための課題として，完全弾塑性の復元力特性を有す

る Capacity Spectrum の降伏点割線剛性（式(7)の a y）およ

び安全限界時の代表点高さにおける応答変位と層間変形

の関係（式(10)の β）を定量的に評価する必要性を指摘し，

引き続き検討する計画である。 
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